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第 248 回

東京で保険業を営む A 社に勤めている従

業員 B は、顧問先開拓のために、一般家庭

に飛び込み営業を行っている。その日は、

飛び込みで入った C 宅において保険商品に

興味をもってもらい、家の中で商品の説明

をさせてもらうことになった。C 宅では家

飼いの大型の猫を飼っており、保険商品の

説明の後に、猫が大好きな B は進んで可愛

がるように撫でたりしていたところ、猫が

急に B の右腕に噛み付き、出血するほどの

傷となり、止血後も傷跡が残るようなケガ

となった。

業務中の場所で犬や猫などのペットに

噛み付かれた場合、一般的には業務に付随

する行為の最中であり、業務遂行に関連す

る行動中の場合は業務遂行性と業務起因性

が認められるため、労災として認められる

ケースと判断される。また、労災が認めら

れた場合、飼い主にはペットの管理者とし

ての第三者行為の加害者として、労働基準

監督署より労災の給付額に対する求償が請

求されることになる。

今回のケースでは、B が営業を行ってい

る C 宅での災害ではあったが、猫に近付

いていったり、撫でたりすることは B の個

人的な感情によるものであり、そこに業務

遂行性が認められるということが考えづら

かった。また、犬と違い、猫が急に噛み付

くというのは通常のケースとしては稀なも

のであり、災害の顕在化があったとは言い

切れない。

そのため、今回のケースでは労災と認定

されず業務外となった。ただし、C 宅での

飼い主責任がなくなるわけではないので、

が

え
る
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治療費などに関しては C との話し合いで解

決されることとなった。

業務災害における労働災害の判断基準と

しては、大原則として、業務に起因して起

こったものであるか、業務を遂行する際に

起こったものであるかという判断が前提と

なる。そのなかで、業務に起因する範囲が

どこまでになるかというのが判断の範疇と

なる。通常の業務を行っていた際に、その

業務が起因して起こり得ると推測された事

故などに関しては労働災害として認定され

るが、この通常起こり得るものかどうかと

いうことが今回の判断のポイントとなる。

今回のケースでは、従業員 B の行動とし

ては、営業として個別宅を訪問しているな

かで、保険商品を販売するには詳細な説明

が必要なことから、C 宅に入室したことに

ついては業務に付随する行為として当然考

えられる。そのような状況を踏まえ、C 宅

に家飼いの猫がいることについて、B が予

期せぬ形で襲撃されたというケースであれ

ば労災として認められることも考えられる

が、B は自ら進んで猫を撫でたりしていた。

このため、その行為について、C に保険商

品を販売するという営業行為との一貫性は

当然認められず、業務遂行性という観点か

らも、業務起因性という観点からも、労災

の構成要件を満たしているとはいえない。

なお、当然ながら、労災としては認定さ

れなかったとしても、この猫の行為により

大きなケガを負ったことに対する治療費な

どを請求することは差し支えないと思われ

る。しかし、B が C 宅に強引に入り込んだ

などの事情があれば、この請求については

過失相殺されたりする可能性も考えられる

だろう。また、ペット保険などに入ってい

れば、当然その保険より治療費を負担する

ことになる。

また、仮に労災が認められたケース（前

述のように予期せぬ形で襲撃されたなど）

と仮定すると、会社としては労災を申請し

たうえで、ペットが行った行為とはいえ、

飼い主の管理責任の問題より、第三者行為

届を提出し、国から労災の事由となった行

為に対する第三者への求償の請求が行われ

ることとなる。保険でカバーされる場合で

も同様に求償の対象となる。

このように業務災害に関する判断基準と

して、その要因、業務起因性、個人的な事

情かどうかなど様ざまな要因を確認したう

えで、また、第三者行為に当たるかどうか

という判断をしたうえで、申請を進める必

要がある。

今回のようなケースでは、業務中での災

害ではあるものの、個人的な行動が起因で

あり、通常の業務では想定し得ない状況に

より発生したものであり、労災としての認

定が認められないものであるから、現場の

状況や当該行為の要因を把握したうえで、

早めに専門家などに相談したうえで対応す

ることが望ましい。　
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